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代表者名  取締役社長 加 藤 好 文 
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問合せ先 

（役職）経営統括室総務部長 

（氏名）堀 野 和 久 

（T E L）06-6944-2521 

 

当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）の更新に関するお知らせ 

 

当社は、平成 24 年 5月 9日開催の取締役会において、株主の皆様のご承認を条件に、当社株式

の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）を更新することを決定し、平成 24 年 6 月 19 日開

催の第 90回定時株主総会においてご承認いただきました（以下、更新後の対応策を「現行プラン」

といいます。）。現行プランの有効期間は、第 90回定時株主総会終結後 3年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとされているため、現行プランは、平

成 27 年 6 月 17 日開催予定の第 93 回定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）の終

結の時をもって失効することになります。 

当社は、現行プランの失効を機に、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方

に関する基本方針（以下「基本方針」といいます。）を改定するとともに、基本方針に照らして不

適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

として、本定時株主総会において株主の皆様にご承認いただくことを条件として、現行プランを

更新する（以下、「本更新」といい、現行プランを更新したものを「本プラン」といいます。）こ

とを、本日開催の当社取締役会において決定いたしましたので、以下のとおり、お知らせいたし

ます。 

上記本日開催の当社取締役会においては、取締役 7 名のうち社外取締役 1 名を含む 6 名が出席

し、本更新につき出席取締役全員一致で承認可決がなされておりますとともに、当該取締役会を

欠席した社外取締役 1 名からも本更新に賛成する旨の連絡を受けております。また、当該取締役

会に出席した監査役 5名（社外監査役 3名を含みます。）全員が本プランに異議がない旨の意見を

述べております。 

なお、本更新に伴う現行プランからの主な変更点は、①「買付説明書」の内容の見直しをおこ

なったこと、②買付者等の回答期限の見直しをおこなったこと、③「本必要情報」の見直しをお

こなったこと、④企業価値委員会検討期間の再延長に関する見直しをおこなったこと等です。 
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一 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針 

 

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務および事業の内

容や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利

益を継続的かつ持続的に確保し、向上させていくことを可能とする者である必要があると考

えております。 

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主の皆様の

全体の意思に基づいておこなわれるべきものと考えております。また、当社は、株式の大量

買付であっても、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資するものであれば、

これを否定するものではありません。 

しかしながら、株式の大量買付のなかには、その目的などからみて企業価値ひいては株主

共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれ

があるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容などについて検討しあるい

は対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象

会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必

要とするものなど、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくあ

りません。 

特に、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させていくために

は、①鉄道事業を基幹としたライフステージネットワークを展開するなかで培ってきたお客

さま、株主の皆様、お取引先、従業員、地域社会をはじめとするステークホルダーとの良好

な信頼関係の維持・強化、②経営陣と従業員による経営理念・公共的使命・経営ビジョンの

共有および経営の品格の向上、③多くのお客さまの人命を預かる鉄道事業をはじめとする極

めて公共性の高い事業を営む企業グループとして必要とされる、安定的な経営基盤の確立、

鉄道事業を支える設備・人材・技術などに対する深い理解、安全対策をはじめとする中長期

的な視点に立った設備投資、日々の安全輸送を完遂するための安全マネジメントや従業員の

教育訓練、および安全・安心の確保を最優先する企業風土づくりの継続的な推進、④鉄道事

業と各事業の有機的な連携による相乗効果の発揮と京阪エリアの魅力向上により、京阪ブラ

ンドを醸成してこれを新たな事業展開の原動力とし、グループの総合力を最大限発揮してい

くための手法や発想の蓄積が不可欠であり、これらこそが当社の企業価値の源泉であると考

えております。当社株式の大量買付をおこなう者が、当社の財務および事業の内容を理解す

るのはもちろんのこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解したうえで、これらを中長期

的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利

益は損なわれることになります。 

当社は、このような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資さない大量買付

をおこなう者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、こ

のような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措置をとることにより、当社の

企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保する必要があると考えます。 
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二 当社の企業価値の源泉および基本方針の実現に資する特別な取組み 

 

１．当社の企業価値の源泉 

当社の鉄道事業は、明治 43年に天満橋・五条間において開業以来、一世紀にわたり京都・

大阪・滋賀の三府県における都市間輸送を担っており、当社を中核とする京阪グループはこ

の鉄道事業を中心として、生活に密着した幅広い分野でその事業を拡大してまいりました。 

現在、京阪グループは、「人の暮らしに夢と希望と信頼のネットワークを築いて、快適な生

活環境を創造し、社会に貢献します。」との経営理念のもと、多くのお客さまの人命を預かる

鉄道事業を営む企業グループとして「安全・正確・迅速・快適」な輸送を完遂するという極

めて重要な公共的使命を背景に、鉄道、バスにより形成される交通ネットワークのエリア、

いわば「京阪エリア」を事業展開の基盤としつつ、不動産、流通、レジャー・サービスとい

った事業を京阪エリアで確立し、沿線外に順次展開しております。 

そして、京阪グループでは、このような経営理念と公共的使命を背景に、開業 100 周年か

ら 10 年後の平成 32 年度を見据えた経営ビジョン「“選ばれる京阪”への挑戦」を平成 18 年

に策定し、「京阪エリアの魅力向上と拡大」、「京阪ブランドの確立」、「お客さまからの信頼の

維持・向上」などに取り組むことを指針として、「人々の暮らしを支え、よりよくすることを

使命として、もっと多くのお客さまから選ばれる価値ある京阪グループを創造」することを

めざしております。 

当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させていくためには、①

鉄道事業を基幹としたライフステージネットワークを展開するなかで培ってきたお客さま、

株主の皆様、お取引先、従業員、地域社会をはじめとするステークホルダーとの良好な信頼

関係の維持・強化、②経営陣と従業員による経営理念・公共的使命・経営ビジョンの共有お

よび経営の品格の向上、③多くのお客さまの人命を預かる鉄道事業をはじめとする極めて公

共性の高い事業を営む企業グループとして必要とされる、安定的な経営基盤の確立、鉄道事

業を支える設備・人材・技術などに対する深い理解、安全対策をはじめとする中長期的な視

点に立った設備投資、日々の安全輸送を完遂するための安全マネジメントや従業員の教育訓

練、および安全・安心の確保を最優先する企業風土づくりの継続的な推進、④鉄道事業と各

事業の有機的な連携による相乗効果の発揮と京阪エリアの魅力向上により、京阪ブランドを

醸成してこれを新たな事業展開の原動力とし、グループの総合力を最大限発揮していくため

の手法や発想の蓄積が不可欠であり、これらこそが当社の企業価値の源泉であると考えてお

ります。 

 

２．企業価値向上のための取組み 

京阪グループを取り巻く社会・経済環境は、人口減少、消費者の価値観の変化、訪日外国

人旅行者の急増など、歴史的転換期を迎えております。こうした社会・経済環境の変化に機

敏に対応していくため、京阪グループは、次の 100年に向けた新たなステージ、いわば「第 2

の創業ステージ」に立ち、創業の精神を基点に次の世代に必要とされ社会に貢献する商品、

サービス、そして自らの在り様を果敢に創造する新たなチャレンジを開始すべく、京阪グル

ープ中期経営計画「創生果敢」（平成 27～29 年度）（以下「本計画」といいます。）を推進し
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ております。 

本計画の概略は次のとおりであります。 

①基本方針 

京阪グループ第 2創業ステージでの挑戦「創生果敢」 

京阪グループは、創業以来一世紀にわたり育み守ってきた「安全・安心」の基盤をさ

らに強固にすると同時に、人口減少など厳しい経営環境に直面するなかで、創業の精神

に立ち返り、社会の変化に機敏に対応して京阪グループ事業の質的向上を図り、過去の

延長上から飛躍する新たな第一歩を踏み出す挑戦を開始します。 

②主軸戦略 

(1)「観光創造」で新たな成長 

年間 5,000 万人を超える観光客を迎える「京都」を沿線に持つ京阪グループは、そ

の観光コンテンツ創造に注力し、京都への来訪・再訪を促進して沿線の成長を図りま

す。また、急伸する訪日外国人旅行者をターゲットとしたサービス・ラインナップの

充実を図り、大阪・京都をはじめとする周辺エリアを含めたインバウンド市場の成長

を京阪グループに取り込みます。 

(2)京阪沿線を新しくデザインする「沿線再耕」 

高度成長期に急速に発展した京阪沿線は更新期を迎えていることから、駅を中心に

沿線の「くらしの価値」を高めることに主眼を置いて新しく沿線をデザインする、ハ

ード・ソフトの統合戦略として「沿線再耕」を展開します。 

(3)「くらしの価値」を高めるコンテンツの創造 

お客さまのライフスタイルや求められる価値が変化する今日、理念を共有できる他

企業・異業種との積極的な連携により「くらしの価値」を高める新たなコンテンツを

創造し、コア事業である鉄道をはじめとするインフラ事業との相乗効果を高めます。

特に、「健康的で美しくクオリティの高い生活」の実現と循環型社会に寄与するライフ

スタイル「ＢＩＯ
ビ オ

－Ｓｔｙｌｅ
ス タ イ ル

」をテーマとした新たなコンテンツの創造に取り組み

ます。 

(4)「確固たるグループ経営」のスタイル確立 

運輸、不動産、流通、レジャー・サービスの 4 コア事業の競争力強化や事業拡大、

新たな事業の創出など、確固たるグループ経営のスタイル確立のため、平成 28年 4月

に持株会社体制に移行します。 

③経営基盤の強化 

(1)「鉄道復権」に向けた間断なき鉄道活性化施策の推進 

将来に繋がる基盤を構築することにより、旅客運輸収入の減少に歯止めをかけ、「鉄

道復権」をめざします。 

(2)グループの成長エンジンとしての不動産業 

短期回転型販売事業を継続するとともに、賃貸事業で培ったノウハウを活かして主

軸戦略に寄与し、沿線内外においてグループの成長エンジンとしての役割を果たしま

す。 

(3)「まち」と「くらし」の価値を高める流通業 
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「沿線再耕」および「観光創造」に商業コンテンツを供給し、沿線を中心に「まち」

と「くらし」の価値を高めるとともに、商業施設事業の沿線外での展開を推進します。 

(4)「観光創造」を担うホテルとレジャー事業 

「観光創造」に向けたホテル開発および観光ルートの魅力向上を推進します。また

沿線外も含めホテルの多店舗展開に向けた基礎固めとして既存ホテルのハード・ソフ

ト両面での完成度向上を図り、出店拡大をめざします。 

 

３．コーポレート・ガバナンスの強化 

当社においては、経営陣の株主の皆様に対する責任の所在を明確化するため、当社の取締

役の任期を 1年としております。 

さらに、現在、当社の取締役 7 名のうち、2 名は独立性を有する社外取締役を選任してお

りますが、本定時株主総会においても同様に社外取締役 2 名を選任する議案を上程する予定

です。当該議案が承認可決されることにより、本定時株主総会終結後も当社の取締役 7 名の

うち 2名が独立性を有する社外取締役となります。 

また、現在、当社の監査役 5 名のうち、3 名は独立性を有する社外監査役を選任しており

ます。これら社外取締役および社外監査役による当社経営に対する監督・監視機能の充実を

図り、透明性の高い経営を実現するなど、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図って

おります。 

 

三 本プランの目的および内容 

 

１．本プランの目的 

本更新は、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることを

目的として、上記一「当社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基

本方針」に沿って、本定時株主総会において株主の皆様にご承認いただけることを条件に、

おこなわれるものです。 

当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の

利益に資さない大量買付をおこなう者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者

として不適切であると考えています。本プランは、こうした不適切な者によって当社の財務

および事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の

共同の利益に反する大量買付を抑止するとともに、大量買付がおこなわれる際に、当社取締

役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大量買付に応じるべ

きか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉をお

こなうことなどを可能とすることを目的としております。 

なお、現時点において、当社が特定の第三者から当社株式の大量買付をおこなう旨の提案

を受けている事実はありません。当社の平成 27 年 3 月 31 日現在における大株主の状況は、

別添「大株主の状況」のとおりです。 

 

２．本プランの概要 
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本プランの概要は、以下のとおりです。 

(1) 手続の設定 

本プランは、当社株券等の20%以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の

情報提供を求めるなど、上記 1.「本プランの目的」を実現するために必要な手続を定めて

います（詳細については後記 3.(1)「本プランに係る手続」をご参照下さい。）。 

 

(2) 新株予約権の無償割当てによる本プランの発動 

買収者は、本プランにおいて定められた手続に従い、当社取締役会において本プランを

発動しない旨が決定された場合に、当該決定時以降に限り当社株券等の大量買付をおこな

うことができるものとされています。 

買収者が本プランにおいて定められた手続に従うことなく大量買付をおこなう場合、当

社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれがあ

ると認められる場合など（その要件の詳細については後記 3.(2)「本新株予約権の無償割

当ての要件」をご参照下さい。）には、当社は、買収者等による権利行使は（一定の例外事

由が存する場合を除き）認められないとの行使条件および当社が買収者等以外の者から当

社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権（その主な

内容は後記 3.(3)「本新株予約権の無償割当ての概要」において後述するものとし、以下

「本新株予約権」といいます。）を、その時点の当社を除くすべての株主に対して無償割当

ての方法により割り当てます。 

本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、その行使または当社による取得

に伴って買収者等以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買収者の有する当

社の議決権割合は、当該無償割当て以前に比して最大約 50%まで希釈化される可能性があ

ります。 

 

(3) 企業価値委員会の利用、株主意思確認株主総会の開催 

本プランに従った本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得などの判断につ

いては、取締役の恣意的判断を排するため、独立性の高い社外者のみから構成される企業

価値委員会（その詳細については後記 3.(5)「企業価値委員会の設置」をご参照下さい。）

の客観的な判断を経るものとしております。また、当社取締役会は、これに加えて、本プ

ラン所定の場合には株主の皆様の意思を確認するための株主総会を招集し（その詳細につ

いては後記 3.(1)「本プランに係る手続」(f)をご参照下さい。以下、かかる株主総会を「株

主意思確認株主総会」といいます。）、新株予約権無償割当ての実施に関しての株主の皆様

の意思を確認することがあります。 

こうした手続の過程については、適宜株主の皆様への情報開示を通じて透明性を確保す

ることとしております。 

 

３．本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決

定が支配されることを防止するための取組み） 

(1) 本プランに係る手続 
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(a) 対象となる買付等 

本プランは、次の①または②に該当する当社株券等の買付その他の取得もしくはこ

れに類似する行為またはこれらの提案1（当社取締役会が本プランを適用しない旨別途

決定したものを除くものとし、以下「買付等」といいます。）がなされる場合を適用対

象とします。 

① 当社が発行者である株券等2について、保有者3の株券等保有割合4が 20%以上とな

る買付その他の取得 

② 当社が発行者である株券等5について、公開買付け6をおこなう者の当該公開買付

けに係る買付け等後の株券等所有割合7およびその特別関係者8の当該公開買付け

に係る買付け等後の株券等所有割合の合計が 20%以上となる公開買付け 

買付等をおこなおうとする者（以下「買付者等」といいます。）は、あらかじめ本プ

ランに定められる手続に従うものとし、本プランに従い当社取締役会が本新株予約権

の無償割当ての不実施に関する決議をおこなうまでの間、買付等を実行してはならな

いものとします。 

 

(b) 買付者等に対する情報提供の要求 

買付等をおこなう買付者等は、当該買付等の実行に先立ち、当社に対して、下記の

各号に定める情報（以下「本必要情報」といいます。）および当該買付者等が買付等に

際して本プランに定める手続を遵守する旨の法的拘束力のある誓約文言などを記載し

た書面（当該買付者等の代表者による署名または記名押印がなされたものとし、条件

または留保等は付されてはならないものとします。）および当該署名または押印をおこ

なった代表者の資格証明書ならびに商業登記簿謄本等当該買付者等の存在を証する書

面（以下「買付説明書」と総称します。）を当社の定める書式により提出していただき

ます。なお、買付説明書その他買付者等が当社または企業価値委員会に提出する資料

における使用言語は日本語に限ります。 

当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを企業価値委員会に送

付します。 

企業価値委員会は、当該買付説明書の記載内容が本必要情報として不十分であると

判断した場合には、買付者等に対し、適宜回答期限を定めたうえ、追加的に情報を提

供するよう求めることがあります。この場合、買付者等においては、当該期限までに、

                             
1 「提案」とは、第三者に対する勧誘行為を含みます。 
2 金融商品取引法第 27条の 23第 1項に定義されます。本書において別段の定めがない限り同じとします。 
3 金融商品取引法第 27条の 23第 3項に基づき保有者に含まれる者を含みます（当社取締役会がこれに該当すると

認めた者を含みます。）。本書において同じとします。 
4 金融商品取引法第 27条の 23第 4項に定義されます。本書において同じとします。 
5 金融商品取引法第 27条の 2第 1項に定義されます。 
6 金融商品取引法第 27条の 2第 6項に定義されます。本書において同じとします。 
7 金融商品取引法第 27条の 2第 8項に定義されます。本書において同じとします。 
8 金融商品取引法第 27条の 2第 7項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。

ただし、同項第 1号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令

第 3条第 2項で定める者を除きます。本書において同じとします。 
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かかる情報を追加的に提供していただきます。なお、当該回答期限は、原則として買

付説明書の受領後 60 日を超えないものとします。 

 

記 

 

① 買付者等およびそのグループ（共同保有者9、特別関係者、買付者等を被支配法人

等10とする者の特別関係者および（ファンドの場合は）各組合員その他の構成員を

含みます。）の詳細（具体的名称、資本構成、経歴または沿革、事業内容、財務内

容、当社の事業と同種の事業についての経験、当該買付者等による買付等と同種

の過去の取引の詳細などに関する情報を含みます。） 

② 買付等の目的、方法および内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関

連する取引の仕組み、買付等の方法の適法性、買付等の実行の蓋然性などを含み

ます。） 

③ 買付等に際しての第三者との間における意思連絡の有無および意思連絡が存する

場合にはその内容 

④ 買付等の価格の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用い

た数値情報および買付等に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジ

ーの内容（そのうち他の株主に対して分配されるシナジーの内容を含みます。）お

よびその算定根拠などを含みます。） 

⑤ 買付者等による当社の株券等の過去の取得に関する情報 

⑥ 買付等の資金の裏付け（買付等の資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具

体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 

⑦ 買付等の後における京阪グループの経営方針、事業計画、資本政策、配当政策お

よび資産活用策など（運輸事業における運輸政策、安全管理政策、投資政策、運

賃政策などを含みます。） 

⑧ 当社の株主（買付者等を除く。）、従業員、労働組合、取引先、顧客その他の当社

に係る利害関係者に対する対応方針 

⑨ 当社の他の株主との間の利益相反が生じうる施策をおこなうことを予定している

場合には、当該利益相反を回避するための具体的方策 

⑩ 反社会的勢力との関係に関する情報 

⑪ その他企業価値委員会が合理的に必要と判断する情報 

 

なお、企業価値委員会は、買付者等が本プランに定められた手続に従うことなく買

付等を開始したものと認める場合には、引き続き買付説明書の提出および本必要情報

の提供を求めて買付者等と協議・交渉などをおこなうべき特段の事情がある場合を除

き、原則として、後記(d)①記載のとおり、当社取締役会に対して、本新株予約権の無

                             
9 金融商品取引法第 27条の 23第 5項に規定される共同保有者をいい、同条第 6項に基づき共同保有者とみなさ

れる者を含みます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。本書において同じとします。 
10 金融商品取引法施行令第 9条第 5項に定義されます。 
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償割当てを実施することを勧告します。 

 

(c) 買付等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の検討 

① 当社取締役会に対する情報提供の要求 

企業価値委員会は、買付者等から買付説明書および企業価値委員会から追加的に

提出を求められた情報（もしあれば）が提出された場合、当社取締役会に対しても、

合理的な回答期限（原則として 30日を上限とします。）を定めたうえ、買付者等の

買付等の内容に対する意見（留保する旨の意見を含むものとします。以下同じとし

ます。）およびその根拠資料、代替案（もしあれば）その他企業価値委員会が適宜

必要と認める情報を提供するよう要求することができます。 

② 企業価値委員会による検討など 

企業価値委員会は、買付者等および（当社取締役会に対して上記①記載のとおり

情報の提供を要求した場合には）当社取締役会からの情報を受領してから原則とし

て最長 60日間が経過するまで（ただし、後記(d)③に記載する場合には、企業価値

委員会は当該期間を延長することができるものとします。）、買付等の内容の検討、

買付者等と当社取締役会の経営計画・事業計画などに関する情報収集・比較検討お

よび当社取締役会の提示する代替案の検討などをおこないます（以下、かかる企業

価値委員会による情報収集・検討に要する期間を「企業価値委員会検討期間」とい

います。）。また、企業価値委員会は、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の

利益の確保・向上という観点から当該買付等の内容を改善させるために必要であれ

ば、直接または間接に、当該買付者等と協議・交渉などをおこない、または当社取

締役会の提示する代替案の株主の皆様に対する提示などをおこなうものとします。 

企業価値委員会の判断が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資

するようになされることを確保するために、企業価値委員会は、当社の費用で、独

立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、税理士、弁護士、

コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることができるものとし

ます。買付者等は、企業価値委員会が、直接または間接に、検討資料その他の情報

提供、協議・交渉などを求めた場合には、速やかにこれに応じなければならないも

のとします。 

 

(d) 企業価値委員会の勧告 

企業価値委員会は、買付者等が現れた場合には、以下のとおり当社取締役会に対す

る勧告などをおこなうものとします。 

① 本プランの発動を勧告する場合 

企業価値委員会は、買付等について後記(2)「本新株予約権の無償割当ての要件」

において定められる発動事由（以下「発動事由」と総称します。）が存すると判断し

た場合、引き続き買付者等より情報提供や買付者等との間で協議・交渉などをおこ

なう必要があるなどの特段の事情がある場合を除き、企業価値委員会検討期間の開

始または終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当て
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を実施すべき旨の勧告をおこないます。なお、企業価値委員会は、ある買付等につ

いて後記(2)「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める発動事由のうち発動事由

その 2（以下「発動事由その 2」といいます。）の該当可能性が問題となっている場

合には、あらかじめ当該実施に関して株主意思の確認を得るべき旨の留保を付すこ

とができるものとします。 

上記にもかかわらず、企業価値委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての実施

の勧告をした後も、次のいずれかの事由に該当すると判断した場合には、本新株予

約権の無償割当てに係る権利落ち日の前々営業日までにおいては本新株予約権の無

償割当てを中止し、または本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降本新株予約

権の行使期間の開始日の前日までにおいては本新株予約権を無償にて取得すべき旨

の新たな勧告をおこなうことができるものとします。 

(i) 当該勧告後に買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しなくなっ

た場合 

(ii) 当該勧告の判断の前提となった事実関係などに変動が生じるなどの理由によ

り、発動事由が存しなくなった場合 

② 本プランの不発動を勧告する場合 

企業価値委員会は、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等との協議・交渉な

どの結果、発動事由が存しないと判断した場合には、企業価値委員会検討期間の終

了の有無を問わず、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施すべ

きでない旨の勧告をおこないます。 

ただし、企業価値委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての不実施の勧告をし

た後も、当該勧告の判断の前提となった事実関係などに変動が生じるなどの理由に

より、発動事由が存することとなった場合には、本新株予約権の無償割当てを実施

すべき旨の新たな勧告をおこなうことができるものとします。 

③ 企業価値委員会検討期間の延長をおこなう場合 

企業価値委員会が、当初の企業価値委員会検討期間終了時までに、本新株予約権

の無償割当ての実施または不実施の勧告をおこなうに至らない場合には、企業価値

委員会は、買付者等の買付等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の検討など

に必要とされる範囲内（ただし、原則として 30 日間を上限とするものとします。）

で、企業価値委員会検討期間を延長する旨の決議をおこないます。 

上記決議により企業価値委員会検討期間が延長された場合、企業価値委員会は、

引き続き、情報収集、検討などをおこなうものとし、延長期間内に本新株予約権の

無償割当ての実施または不実施の勧告をおこなうよう最大限努めるものとします。 

 

(e) 取締役会の決議 

当社取締役会は、企業価値委員会の上記勧告を最大限尊重して無償割当ての実施ま

たは不実施などに関する決議をおこなうものとします。ただし、次の(f)に基づき株主

意思確認株主総会を開催する場合には、当社取締役会は、株主意思確認株主総会の決

議に従い、決議をおこなうものとします。 



 11 

 

(f) 株主意思確認株主総会の開催 

当社取締役会は、本プランに従った本新株予約権の無償割当てを実施するに際して、

(i)上記(d)①に従い、企業価値委員会が本新株予約権の無償割当ての実施に際して、

あらかじめ株主意思確認株主総会の承認を得るべき旨の留保を付した場合、または

(ii)ある買付等について発動事由その 2 の該当可能性が問題となっている場合で、取

締役会が善管注意義務に照らし株主意思確認株主総会の開催に要する時間などを勘案

したうえで株主の皆様の意思を確認することが適切と判断する場合には、会社法およ

び当社の定款に基づき、株主意思確認株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当て

の実施に関する株主の皆様の意思を確認することができるものとします。 

 

(g) 情報開示 

当社は、本プランの運用に際しては、適用ある法令または金融商品取引所の規則な

どに従い、本プランの各手続の進捗状況（買付説明書が提出された事実、企業価値委

員会検討期間が開始した事実ならびに同期間が延長された事実および延長の概要を含

みます。）または企業価値委員会による勧告などの概要、当社取締役会の決議の概要、

当社株主意思確認株主総会の決議の概要、その他企業価値委員会または当社取締役会

が適切と考える事項について、適時に情報開示をおこないます。 

 

(2) 本新株予約権の無償割当ての要件 

本プランの発動として本新株予約権の無償割当てを実施するための要件は、下記のとお

りです。なお、上記(1)「本プランに係る手続」(d)ないし(f)のとおり、下記の要件に該当

し本新株予約権の無償割当てを実施することが相当か否かについては、必ず企業価値委員

会の勧告または株主意思確認株主総会の決議に基づき決定されることになります。 

 

記 

発動事由その１ 

本プランに定める手続を遵守しない買付等であり（当該買付等の内容を判断するためま

たは当該買付等に対する代替案を提示するために合理的に必要とされる時間・情報の提供

がなされない場合を含む。）、かつ本新株予約権の無償割当てを実施することが相当である

場合 

 

発動事由その 2 

 次の要件のいずれかに該当し、かつ本新株予約権の無償割当てを実施することが相当で

ある場合 

(a) 次に掲げる行為などにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に対す

る明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合 

① 株券等を買い占め、その株券等について当社または当社関係者に対して高値で買

取りを要求する行為 
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② 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産などを廉価に取得するなど当

社の犠牲のもとに買付者等の利益を実現する経営をおこなうような行為 

③ 当社の資産を買付者等やそのグループ会社などの債務の担保や弁済原資として流

用する行為 

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産など

を処分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当

による株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為 

(b) 強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付

条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付けなどの株式買付をおこな

うことをいいます。）など株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのある買付

等である場合 

(c) 買付等の経済的条件（対価の価額・種類、対価の支払時期・支払方法を含みます。）が

当社の本源的価値に鑑み不十分または不適当な買付等である場合 

(d) 買付者等による提案（買付等の経済的条件のほか、買付等の方法の適法性、買付等の

実行の蓋然性、買付等の後の経営方針または事業計画、買付等の後における当社の他

の株主の皆様、お客さま、お取引先、従業員、労働組合、地域社会その他の当社に係

る利害関係者に対する対応方針などを含みます。）の内容が不十分または不適当である

ため、当社の企業価値を生み出すうえで必要不可欠なステークホルダーとの信頼関係

の維持・強化、経営陣と従業員による経営理念などの共有、鉄道事業における安全・

安心な輸送体制、鉄道事業と各事業との有機的な連携に重大な支障をきたすなど、当

社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に反するおそれのある買付等である場

合 

 

(3) 本新株予約権の無償割当ての概要 

本プランに基づき実施する本新株予約権の無償割当ての概要は、以下のとおりです。 

(a) 本新株予約権の数 

本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議または株主意思確認株主総会の決

議（以下「本新株予約権無償割当て決議」といいます。）において別途定める一定の日

（以下「割当期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総数（ただし、同

時点において当社の有する当社株式の数を控除します。）と同数の本新株予約権を割り

当てます。 

 

(b) 割当対象株主 

割当期日における当社の最終の株主名簿に記載または記録された当社以外の株主に

対し、その有する当社株式 1 株につき本新株予約権 1 個の割合で、本新株予約権の無

償割当てを実施します。 

 

(c) 本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。 
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(d) 本新株予約権の目的である株式の数 

本新株予約権 1 個当たりの目的である当社株式の数（以下「対象株式数」といいま

す。）は、原則として 1株とします。 

 

(e) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際

して出資される財産の当社株式 1株当たりの価額（以下「行使価額」といいます。）は、

1 円を下限とし当社株式 1 株の時価の 2 分の 1 の金額を上限とする金額の範囲内で本

新株予約権無償割当て決議において別途定める価額とします。なお、「時価」とは、本

新株予約権無償割当て決議に先立つ 90 日間（取引が成立しない日を除きます。）の東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の各日の終値の平均値（気配表示を含

みます。）とし、1円未満の端数は切り上げるものとします。 

 

(f) 本新株予約権の行使期間 

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日を初日（以下、かかる行使期間

の初日を「行使期間開始日」といいます。）とし、本新株予約権無償割当て決議におい

て別途定める期間とします。ただし、後記(i)項②のとおり、当社による本新株予約権

の取得がなされる場合、当該取得に係る本新株予約権の行使期間は、当該取得日の前

日までとします。また、行使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込取

扱場所の休業日にあたるときは、その前営業日を最終日とします。 

 

(g) 本新株予約権の行使条件 

(Ⅰ)特定大量保有者11、(Ⅱ)特定大量保有者の共同保有者、(Ⅲ)特定大量買付者12、

(Ⅳ)特定大量買付者の特別関係者、(Ⅴ)上記(Ⅰ)ないし(Ⅳ)記載の者から本新株予約

権を当社取締役会の承認を得ることなく譲り受けもしくは承継した者、または、(Ⅵ)

                             
11 原則として、当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等保有割合が 20%以上である者（当

社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。ただし、その者が当社の株券等を取得・保

有することが当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者（当社取締

役会は、いつでもこれを認めることができるものとします。また、一定の条件のもとに当社の企業価値ひいては

株主の皆様の共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた場合には、当該条件が満たされている場合に限りま

す。）その他本新株予約権無償割当て決議において別途定める所定の者は、特定大量保有者に該当しないものとし

ます。本書において同じとします。 
12 原則として、公開買付けによって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第 27条の 2第 1項に定義されま

す。以下本脚注において同じとします。）の買付け等（同法第 27条の 2第 1項に定義されます。以下本脚注にお

いて同じとします。）をおこなう旨の公告をおこなった者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準

ずるものとして金融商品取引法施行令第 7条第 1項に定める場合を含みます。）に係る株券等の株券等所有割合が

その者の特別関係者の株券等所有割合と合計して 20%以上となる者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者

を含みます。）をいいます。ただし、その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値ひいては株主

の皆様の共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者（当社取締役会は、いつでもこれを認めることができ

るものとします。また、一定の条件のもとに当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に反しないと当社

取締役会が認めた場合には、当該条件が満たされている場合に限ります。）その他本新株予約権無償割当て決議に

おいて別途定める所定の者は、特定大量買付者に該当しないものとします。本書において同じとします。 
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上記(Ⅰ)ないし(Ⅴ)に該当する者の関連者13（以下、(Ⅰ)ないし(Ⅵ)に該当する者を

「非適格者」と総称します。）は、一定の例外事由14が存する場合を除き本新株予約権

を行使することができません。また、外国の適用法令上、本新株予約権の行使にあた

り所定の手続が必要とされる非居住者も、原則として本新株予約権を行使することが

できません（ただし、非居住者のうち当該外国の適用法令上適用除外規定が利用でき

るなど一定の者は行使することができるほか、非居住者の本新株予約権も、適用法令

に従うことを条件として、後記(i)項②のとおり、当社による当社株式を対価とする取

得の対象となります。）。さらに、本新株予約権の行使条件を充足していることなどに

ついての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による誓約

書を提出しない者も、本新株予約権を行使することができません。 

 

(h) 本新株予約権の譲渡 

本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。 

 

(i) 当社による本新株予約権の取得 

① 当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得する

ことが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定める日

の到来日をもって、すべての本新株予約権を無償で取得することができるものとし

ます。 

② 当社は、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の者が有す

る本新株予約権のうち当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使のものすべ

てを取得し、これと引換えに、本新株予約権 1 個につき対象株式数に相当する数の

当社株式を交付することができます。また、当社は、かかる取得がなされた日以降

に、本新株予約権を有する者のうち、非適格者以外の者が存在すると当社取締役会

が認める場合には、上記の取得がなされた日より後の当社取締役会が定める日の到

来日をもって、当該者の有する本新株予約権のうち当該当社取締役会の定める日の

前日までに未行使のものすべてを取得し、これと引換えに、本新株予約権 1 個につ

                             
13 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配下にある

者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、またはその者と協調して行動する者として当社取

締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において別途定める所定の者をいいます。なお、「支配」と

は、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第 3条第 3項に定義されま

す。）をいいます。 
14 具体的には、(x)買付者等が本新株予約権無償割当て決議後に買付等を中止もしくは撤回または爾後買付等を実

施しないことを誓約するとともに、買付者等その他の非適格者が当社が認める証券会社に委託をして当社株式を

処分した場合で、かつ、(y)買付者等の株券等保有割合（ただし、株券等保有割合の計算にあたっては、買付者等

やその共同保有者以外の非適格者についても当該買付者等の共同保有者とみなして算定をおこなうものとし、ま

た、非適格者の保有する本新株予約権のうち行使条件が充足されていないものは除外して算定するものとしま

す。）として当社取締役会が認めた割合（以下「非適格者株券等保有割合」といいます。）が(i)当該買付等の前に

おける非適格者株券等保有割合または(ii)20%のいずれか低い方を下回っている場合は、当該処分をおこなった買

付者等その他の非適格者は、当該処分がなされた株式の数に相当する株式の数を目的とする新株予約権につき、

当該下回る範囲内で行使することができることなどが例外事由として定められることが予定されています。なお、

かかる非適格者による本新株予約権の行使の条件および手続等の詳細については、別途本新株予約権無償割当て

決議において定めるものとします。 
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き対象株式数に相当する数の当社株式を交付することができるものとし、その後も

同様とします。 

 

(j) 合併（合併により当社が消滅する場合に限ります。）、吸収分割、新設分割、株式交換

および株式移転の場合の新株予約権の交付 

本新株予約権無償割当て決議において別途定めます。 

 

(k) 新株予約権証券の発行 

本新株予約権に係る新株予約権証券は発行しません。 

 

(l) その他 

上記に定めるほか、本新株予約権の内容の詳細は、本新株予約権無償割当て決議に

おいて別途定めるものとします。 

 

(4) 本更新の手続 

本更新については、当社定款第 12条の規定に基づき、本定時株主総会における決議によ

り、本プランに記載した条件に従い本新株予約権の無償割当てに関する事項を決定する権

限を、当社取締役会に委任していただくことを条件とします。 

 

(5) 企業価値委員会の設置 

当社は、本更新後も、取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために本プランの発

動などの運用に際しての実質的な判断を客観的におこなう機関として、引き続き企業価値

委員会を設置します。本更新当初における企業価値委員会の委員は、当社経営陣からの独

立性の高い当社の社外取締役 1 名、社外監査役 1 名および社外有識者 1 名から構成される

予定です（企業価値委員会の委員の選任基準、決議要件、決議事項などについては、別紙

1「企業価値委員会規程の概要」のとおりであり、本更新当初における企業価値委員会の委

員は、別紙 2「企業価値委員会委員の氏名および略歴」のとおりです。）。 

実際に買付等がなされる場合には、上記(1)「本プランに係る手続」に記載したとおり、

こうした企業価値委員会が、当該買付等が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利

益を毀損するか否かなどの実質的な判断をおこない、当社取締役会はその判断を最大限尊

重して決議をおこなうこととします（ただし、上記(1)「本プランに係る手続」(e)に記載

したとおり、株主意思確認株主総会を開催する場合には、当該株主意思確認株主総会の決

議に従うものとします。）。 

 

(6) 本プランの有効期間、廃止および変更 

上記(4)「本更新の手続」の株主総会決議による、本プランにおける本新株予約権の無償

割当てに関する事項の決定権限の委任期間（以下「有効期間」といいます。）は、本定時株

主総会終結後 3 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結

の時までとします。 
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ただし、有効期間の満了前であっても、①当社株主総会において本プランに係る本新株

予約権の無償割当てに関する事項の決定についての取締役会への上記委任を撤回する旨の

決議がおこなわれた場合、または、②当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が

おこなわれた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。 

また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、上記(4)「本更新の手続」の

株主総会決議による委任の趣旨に反しない場合（金融商品取引法その他の法令、金融商品

取引所規則などの新設または改廃がおこなわれ、かかる新設または改廃を反映するのが適

切である場合、誤字脱字などの理由により字句の修正をおこなうのが適切である場合、当

社株主の皆様に不利益を与えない場合などを含みます。）、企業価値委員会の承認を得たう

えで、本プランを修正し、または変更する場合があります。 

当社は、本プランが廃止、修正または変更された場合には、当該廃止、修正または変更

の事実および（修正・変更の場合には）修正・変更の内容その他の事項について、情報開

示を速やかにおこないます。 

 

(7) 法令の改正などによる修正 

本プランで引用する法令の規定は、平成 27 年 4 月 30 日現在施行されている規定を前提

としているものであり、同日以後、法令の新設または改廃により、上記各項に定める条項

ないし用語の意義などに修正を加える必要が生じた場合には、当該新設または改廃の趣旨

を考慮のうえ、上記各項に定める条項ないし用語の意義などを適宜合理的な範囲内で読み

替えることができるものとします。 

 

４．株主の皆様への影響 

(1) 本更新時に株主および投資家の皆様に与える影響 

本更新時点においては、株主総会決議に基づき、本新株予約権に関する新株予約権無償

割当ての決定権限を取締役会に対して委任していただいているに過ぎず、本新株予約権の

無償割当て自体はおこなわれませんので、株主および投資家の皆様に直接具体的な影響が

生じることはありません。 

 

(2) 本新株予約権の無償割当ての実施により株主および投資家の皆様に与える影響 

当社取締役会において、本新株予約権無償割当て決議をおこなった場合には、当社取締

役会は、当該決議において割当期日を定め、これを公告いたします。この場合、割当期日

における当社の最終の株主名簿に記載または記録された株主の皆様（以下「割当対象株主」

といいます。）に対し、その有する当社株式 1株につき 1個の本新株予約権が無償にて割り

当てられますので、その行使および行使価額相当の金銭の払込を前提とする限り、株主の

皆様が保有する株式全体の価値に関して希釈化は生じません。しかし仮に、株主の皆様が、

こうした本新株予約権の行使および行使価額相当の金銭の払込をおこなわなければ、他の

株主の皆様による本新株予約権の行使により、その保有する当社株式全体の価値に関して

希釈化が生じることになります。ただし、当社は、後記(4)「本新株予約権の無償割当てに

伴って株主の皆様に必要となる手続」(b)に記載するところに従って非適格者以外の株主の
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皆様から本新株予約権を取得し、これと引換えに当社株式を交付することがあります。当

社がかかる取得の手続をとった場合、非適格者以外の株主の皆様は、本新株予約権の行使

および行使価額相当の金銭の払込をせずに当社株式を受領することとなり、その保有する

当社株式全体の価値に関して希釈化は原則として生じません。 

なお、割当対象株主の皆様は、本新株予約権の無償割当ての効力発生日において、当然

に本新株予約権に係る新株予約権者となるため、申込の手続などは不要です。 

また、一旦本新株予約権無償割当て決議がなされた場合であっても、当社は、上記 3.(1)

「本プランに係る手続」(d)①に記載した企業価値委員会の勧告を最大限尊重し、本新株予

約権の無償割当てに係る権利落ち日の前々営業日までにおいては本新株予約権の無償割当

てを中止し、または本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降本新株予約権の行使期間

開始日の前日までにおいてはすべての本新株予約権を無償にて取得する場合があります。

これらの場合には、当社株式 1 株当たりの価値の希釈化は生じませんので、こうした希釈

化が生じることを前提に売買をおこなった投資家の皆様は、当社株式の株価の変動により

不測の損害を受ける可能性があります。 

 

(3) 本新株予約権の無償割当ての実施後における本新株予約権の行使または取得に際して株主

および投資家の皆様に与える影響 

本新株予約権の行使または取得に関しては差別的条件が付されることが予定されている

ため、当該行使または取得に際して、非適格者の法的権利および経済的側面において不利

益が生じることが想定されますが、この場合であっても、非適格者以外の株主および投資

家の皆様が、その有する当社の株式に係る法的権利および経済的側面において格別の損失

を被る事態は想定しておりません。もっとも、新株予約権それ自体の譲渡は制限されてい

るため、割当期日以降、本新株予約権の行使または本新株予約権の当社による取得の結果

株主の皆様に当社株式が交付される場合には、株主の皆様の振替口座に当社株式の記録が

おこなわれるまでの期間、株主の皆様が保有する当社株式の価値のうち本新株予約権に帰

属する部分については、譲渡による投下資本の回収はその限りで制約を受ける可能性があ

る点にご留意下さい。 

 

(4) 本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続 

(a) 本新株予約権の行使の手続 

当社は、割当対象株主の皆様に対し、原則として、本新株予約権の行使請求書（行

使に係る本新株予約権の内容および数、本新株予約権を行使する日、当社株式の記録

をおこなうための振替口座などの必要事項ならびに株主の皆様ご自身が本新株予約権

の行使条件を充足することなどについての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言

を含む当社所定の書式によるものとします。）その他本新株予約権の権利行使に必要な

書類を送付いたします。本新株予約権の無償割当て後、株主の皆様におかれましては、

本新株予約権の行使期間内に、これらの必要書類を提出したうえ、本新株予約権 1 個

当たり 1円を下限とし、当社株式 1株の時価の 2分の 1の金額を上限とする金額の範

囲内で本新株予約権無償割当て決議において定める行使価額に相当する金銭を払込取
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扱場所に払い込むことにより、1 個の本新株予約権につき原則として 1 株の当社株式

が交付されることになります。なお、非適格者による本新株予約権の行使に関しては、

上記 3.(3)「本新株予約権の無償割当ての概要」(g)の趣旨に従って、別途当社が定め

るところに従うものとします。 

なお、社債、株式等の振替に関する法律の規定により、本新株予約権を行使する場

合には、行使の結果交付される当社株式の記録をおこなうための振替口座として、特

別口座以外の口座をお知らせいただく必要がありますので、株主の皆様が本新株予約

権を行使する際には、あらかじめ証券口座などの振替口座を開設していただく必要が

ある点にご注意下さい。 

 

(b) 当社による本新株予約権の取得の手続 

当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の手続

に従い、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の株主の皆様

から本新株予約権を取得し、これと引換えに当社株式を交付することがあります。こ

の場合、かかる株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による

当該本新株予約権の取得の対価として、1 個の本新株予約権につき原則として 1 株の

当社株式を受領することになります。ただし、この場合、かかる株主の皆様には、別

途、ご自身が非適格者でないことなどについての表明保証条項、補償条項その他の誓

約文言を含む当社所定の書式による誓約書をご提出いただくことがあります。また、

本新株予約権の取得の対価として交付される当社株式の記録をおこなうための振替口

座の情報をご提供いただくことがあります。 

なお、本新株予約権無償割当て決議において、非適格者からの本新株予約権の取得、

その他取得に関する事項について規定される場合には、当社は、かかる規定に従った

措置を講じることがあります。 

 

(c) その他 

上記のほか、割当て方法、行使の方法および当社による取得の方法の詳細につきま

しては、本新株予約権無償割当て決議において決定された後、株主の皆様に対して情

報開示または通知いたしますので、当該内容をご確認下さい。 

 

四 本プランの合理性 

 

１．企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上 

本更新は、基本方針に基づき、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に

応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために

必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と交渉をおこなうことなどを

可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保することを

目的としておこなわれるものです。 
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２．買収防衛策に関する指針などの要件を充足していること 

本プランは、経済産業省および法務省が平成 17 年 5 月 27 日に発表した「企業価値・株主

共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・

株主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保

の原則）をすべて充足しています。また、本プランは、東京証券取引所の定める買収防衛策

の導入に係る諸規則の趣旨にも合致しています。 

 

３．株主意思を重視するものであること 

上記三 3.(4)「本更新の手続」に記載したとおり、本更新は、本定時株主総会において本

プランに係る委任決議がなされることによりおこなわれます。従いまして、本定時株主総会

において委任につきご承認いただけない場合は本更新はおこなわれません。 

また、当社取締役会は、一定の場合に、本プランの発動の是非について、株主意思確認株

主総会において株主の皆様の意思を確認することとされています。 

さらに、上記三 3.(6)「本プランの有効期間、廃止および変更」にて記載したとおり、本

プランには、有効期間を約 3 年間とするいわゆるサンセット条項が付されており、かつ、そ

の有効期間の満了前であっても、当社株主総会において上記の委任決議を撤回する旨の決議

がおこなわれた場合には、本プランはその時点で廃止されることになります。その意味で、

本プランの消長には、株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。 

 

４．独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

上記三 3.(5)「企業価値委員会の設置」に記載したとおり、本プランの発動などの運用に

際しての実質的な判断は、独立性の高い社外取締役、社外監査役、および社外有識者から構

成される企業価値委員会によりおこなわれることとされています。 

また、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の

企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に適うように本プランの透明な運営がおこなわれ

る仕組みが確保されています。 

 

５．合理的な客観的要件の設定 

本プランは、上記三 3.(1)「本プランに係る手続」(d)ないし(f)および上記三 3.(2)「本新

株予約権の無償割当ての要件」にて記載したとおり、合理的な客観的要件が充足されなけれ

ば発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための

仕組みを確保しているものといえます。 

 

６．第三者専門家の意見の取得 

上記三 3.(1)「本プランに係る手続」(c)②にて記載したとおり、買付者等が出現すると、

企業価値委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公

認会計士、税理士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を受けるこ

とができるものとされています。これにより、企業価値委員会による判断の公正さ・客観性
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がより強く担保される仕組みとなっています。 

 

７．当社取締役の任期を 1年としていること 

当社は、取締役の任期を 1 年としており、たとえ本プランの有効期間中であっても、毎年

の取締役の選任を通じて、本プランの是非につき株主の皆様のご意思を反映させることが可

能となっています。 

 

８．デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと 

上記三 3.(6)「本プランの有効期間、廃止および変更」に記載したとおり、本プランは、

当社の株券等を大量に買い付けた者が、自己の指名する取締役を株主総会で選任し、かかる

取締役により構成される取締役会により、これを廃止することが可能です。従って、本プラ

ンは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を

阻止できない買収防衛策）ではありません。 

また、当社においては取締役の期差任期制は採用されていないため、本プランは、スロー

ハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度におこなうことができないため、その

発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 

 

以 上



  

別紙 1 

 

企業価値委員会規程の概要 

 

・ 企業価値委員会は当社取締役会の決議により設置される。 

・ 企業価値委員会の委員は、3 名以上とし、当社の業務執行をおこなう経営陣から独立してい

る、(i)当社社外取締役、(ii)当社社外監査役、または(iii)社外有識者のいずれかに該当す

る者のなかから、当社取締役会が選任する。ただし、社外有識者は、会社経営者、投資銀行

業務に精通する者、官庁出身者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者またはこれらに準

ずる者でなければならず、また、別途当社取締役会が指定する善管注意義務条項などを含む

契約を当社との間で締結した者でなければならない。 

・ 企業価値委員会委員の任期は、本定時株主総会終了後 3 年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。ただし、当社取締役会の決議により

別段の定めをした場合はこの限りでない。また、社外取締役または社外監査役であった企業

価値委員会委員が、社外取締役または社外監査役でなくなった場合（ただし、再任された場

合を除く。）には、企業価値委員会委員としての任期も同時に終了するものとする。 

・ 企業価値委員会は、次の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容を、その理

由を付して当社取締役会に対して勧告する。当社取締役会は、この企業価値委員会の勧告を

最大限尊重して決議をおこなう（ただし、①に定める本新株予約権の無償割当ての実施また

は不実施につき、株主意思確認株主総会において別段の決議がなされた場合には、当該決議

に従う。）。なお、企業価値委員会の各委員および当社各取締役は、こうした決定にあたって

は、専ら当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するか否かの観点からこれをおこなう

ことを要し、自己または当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。 

① 本新株予約権の無償割当ての実施または不実施 

② 本新株予約権の無償割当ての中止または本新株予約権の無償取得 

③ その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が企業価値委員会に諮問し

た事項 

・ 上記に定めるところに加え、企業価値委員会は、次の各号に記載される事項をおこなう。 

① 本プランの対象となる買付等への該当性の判断 

② 買付者等および当社取締役会が企業価値委員会に提供すべき情報およびその回答期限

の決定 

③ 買付者等の買付等の内容の精査・検討 

④ 買付者等との交渉・協議 

⑤ 当社取締役会に対する代替案その他必要と認める情報・資料などの提出の要求・代替案

の検討 

⑥ 企業価値委員会検討期間の延長の決定 

⑦ 本プランの修正または変更に係る承認 

⑧ その他本プランにおいて企業価値委員会がおこなうことができると定められた事項 

⑨ 当社取締役会が企業価値委員会がおこなうことができるものと定めた事項 



  

・ 企業価値委員会は、買付者等に対し、買付説明書の記載内容が本必要情報として不十分であ

ると判断した場合には、追加的に情報を提供するよう求める。また、企業価値委員会は、買

付者等から買付説明書および企業価値委員会から追加提供を求められた情報が提供された場

合、当社取締役会に対しても、合理的な回答期限を定めたうえ、買付者等の買付等の内容に

対する意見およびその根拠資料、代替案（もしあれば）その他企業価値委員会が適宜必要と

認める情報を提供するよう要求することができる。 

・ 企業価値委員会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上という観点から買

付者等の買付等の内容を改善させるために必要であれば、直接または間接に、買付者等と協

議・交渉をおこなうものとし、また、当社取締役会の代替案の株主に対する提示などをおこ

なうものとする。 

・ 企業価値委員会は、必要な情報収集をおこなうため、当社の取締役、監査役、従業員その他

企業価値委員会が必要と認める者の出席を要求し、企業価値委員会が求める事項に関する説

明を求めることができる。 

・ 企業価値委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公

認会計士、税理士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ることがで

きる。 

・ 各企業価値委員会委員は、買付等がなされた場合その他いつでも企業価値委員会を招集する

ことができる。 

・ 企業価値委員会の決議は、原則として、企業価値委員会委員全員が出席（テレビ会議または

電話会議による出席を含む。以下同じとする。）し、その過半数をもってこれをおこなう。た

だし、やむを得ない事由があるときは、企業価値委員会委員の過半数が出席し、その議決権

の過半数をもってこれをおこなうことができる。 

 

以 上 

 



  

別紙 2 

企業価値委員会委員の氏名および略歴 

 

本更新当初の企業価値委員会の委員は、以下の 3名を予定しております。 

 

佃    和 夫（つくだ かずお） 

     昭和 43年 4月   三菱重工業株式会社入社 

     平成 15年 6月   同社代表取締役社長 

     平成 20年 4月   同社代表取締役会長 

     平成 23年 6月   当社取締役（現在） 

     平成 25年 4月   三菱重工業株式会社取締役相談役 

     平成 25年 6月   同社相談役（現在） 

 

家 近 正 直（いえちか まさなお） 

     昭和 37年 4月   弁護士（現在） 

     昭和 56年 4月   大阪弁護士会副会長 

     昭和 63年 3月   法務省法制審議会商法部会委員 

     平成 10年 6月   当社監査役（現在） 

 

小 池 俊 二（こいけ しゅんじ） 

     昭和 41年 8月   株式会社サンリット産業代表取締役社長 

     平成 8年 11月   大阪商工会議所副会頭 

     平成 15年 6月   株式会社りそなホールディングス社外取締役 

     平成 20年11月   株式会社サンリット産業代表取締役会長 

     平成 26年11月   同社取締役会長（現在） 

 

※佃 和夫氏は、社外取締役です。 

※家近正直氏は、社外監査役です。 

 

 

 

 

以 上 



  

別添 

 

大株主の状況 

（平成 27年 3月 31日現在） 

 

株   主   名 
持 株 数       

（千株） 

持株比率 

（％） 

三井住友信託銀行㈱ 25,503 4.54 

日本生命保険相互会社 14,759 2.63 

㈱三井住友銀行 14,714 2.62 

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 9,175 1.63 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 9,142 1.63 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 7,818 1.39 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口 7） 5,902 1.05 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（三井住友信

託銀行再信託分・阪急電鉄㈱退職給付信託口） 
5,367 0.95 

㈱みずほ銀行 5,300 0.94 

三井生命保険㈱ 5,267 0.94 

※持株比率は、自己株式を除いて算出しております。 

 

 

 


